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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （百万円） 79,197 84,691 88,540 98,560 105,552

経常利益 （百万円） 4,818 4,992 5,168 4,803 5,395

親会社株主に帰属する

当期純利益
（百万円） 2,612 2,849 3,111 3,007 3,293

包括利益 （百万円） 2,870 3,228 3,193 3,149 3,664

純資産額 （百万円） 19,064 21,674 23,937 26,336 28,918

総資産額 （百万円） 35,818 38,488 42,465 47,861 52,500

１株当たり純資産額 （円） 1,166.68 1,322.74 1,457.91 1,584.61 1,733.59

１株当たり当期純利益金額 （円） 162.49 177.20 193.54 187.05 204.81

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 52.4 55.3 55.2 53.2 53.1

自己資本利益率 （％） 14.6 14.1 13.9 12.3 12.3

株価収益率 （倍） 15.20 16.37 19.14 16.57 14.70

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,827 4,013 3,991 3,332 4,723

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,487 △1,224 △1,097 △3,267 △670

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,299 △830 △2,078 △519 △987

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 9,160 11,261 11,995 11,476 14,634

従業員数
（人）

1,847 1,985 2,244 2,536 2,642

(準社員及びパート等) (16,866) (17,528) (22,523) (23,378) (23,847)

(注）１．第53期、第54期の売上高には消費税等は含まれておりません。第50期、第51期、第52期は、一部の連結子会

社で税込方式によっております。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （百万円） 66,787 69,777 73,096 79,520 81,570

経常利益 （百万円） 4,330 4,238 4,646 3,917 4,402

当期純利益 （百万円） 2,422 2,583 2,976 2,692 2,993

資本金 （百万円） 2,492 2,492 2,492 2,492 2,492

発行済株式総数 （千株） 16,080 16,080 16,080 16,080 16,080

純資産額 （百万円） 17,109 19,177 21,230 22,985 24,944

総資産額 （百万円） 30,346 32,626 35,705 36,112 39,998

１株当たり純資産額 （円） 1,064.15 1,192.77 1,320.44 1,429.62 1,551.45

１株当たり配当額
（円）

49.00 54.00 58.00 62.00 66.00

(うち１株当たり中間配当額) (23.00) (26.00) (28.00) (30.00) (32.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 150.69 160.68 185.10 167.49 186.16

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 56.4 58.8 59.5 63.7 62.4

自己資本利益率 （％） 14.9 14.1 14.7 12.2 12.5

株価収益率 （倍） 16.39 18.05 20.02 18.51 16.17

配当性向 （％） 32.5 33.6 31.3 37.0 35.5

従業員数
（人）

1,492 1,597 1,666 1,807 1,893

(準社員及びパート等) (9,339) (9,592) (9,844) (10,162) (10,369)

(注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

昭和41年９月 小佐野文雄（元代表取締役）及び故井上博敬（元代表取締役）が、東京都町田市旭町３丁目22番75号で、資本金450千

円にて日本ハウズイング株式会社を設立し、ビル清掃管理業務を開始する。

昭和45年３月 マンション管理業務を開始、第１号管理マンションを受託する。

昭和48年10月 東北地区進出のため仙台営業所（現東北支店）を設置する。

昭和50年８月 大阪府を中心とした近畿圏進出のため大阪営業所（現大阪支店）を設置する。

昭和58年１月 広島営業所（現広島支店）を設置する。

昭和60年10月 九州営業所（現北九州支店）を設置する。

昭和62年８月 横浜営業所（現横浜支店）を設置する。

昭和62年10月 社有ビルの運営管理を目的に「カテリーナビルディング株式会社」を設立する。

昭和63年９月 千葉営業所（現千葉支店）、大宮営業所（現北関東支店）を設置する。

昭和63年11月 札幌営業所（現札幌支店）を設置する。

平成元年４月 営繕業務拡大に伴い住宅リフォーム部門を分離し「日本コミュニティー株式会社」を設立する。

平成元年５月 福岡営業所（現福岡支店）を設置する。

平成３年４月 名古屋営業所（現名古屋支店）を設置する。

平成５年３月 管理マンションの戸数10万戸を超える。

平成６年４月 岡山営業所（現岡山支店）を設置する。

平成６年９月 台湾に合弁会社「東京都保全股份有限公司」を設立する。

中国に合弁会社「大連日隆物業管理有限公司」を設立する。（現大連豪之英物業管理有限公司）

平成10年４月 首都圏強化のため立川営業所（現立川支店）、東京北営業所（現東京北支店）、町田営業所（現町田支店）を設置す

る。

平成11年２月 神戸営業所（現神戸支店）を設置する。

平成11年５月 京都営業所（現京都支店）を設置する。

平成11年７月 「ISO9002」の認証を「出納・会計サービス部門」及び「オフィスビル等の清掃サービス部門」にて取得する。(平成15

年10月に「ISO9002」から「ISO9001」へ移行しております。)

平成11年12月 本社を東京都新宿区新宿一丁目31番12号に移転する。

静岡支店を設置する。

平成12年８月

平成13年２月

日本証券業協会に株式を店頭登録する。

東京東支店、池袋支店、東京南支店を設置する。

平成13年３月 管理マンションの戸数20万戸を超える。

平成14年２月 東京証券取引所市場第二部に上場する。

平成14年10月 千葉ニュータウン営業所（現柏支店）、藤沢営業所（現湘南支店）を設置する。

平成15年２月 渋谷支店、所沢支店、大阪北営業所（現大阪北支店）を設置する。

平成17年１月 東京西支店を設置する。

平成17年11月 「ISO9001」の認証を「分譲マンション修繕の設計及び施工」にて取得する。

平成18年９月 管理マンションの戸数30万戸を超える。

平成19年４月 新サービス「安心快適生活」の取扱いを開始する。

平成20年12月 株式会社リロ・ホールディング（現株式会社リログループ）と業務提携契約を締結する。

平成21年11月 マンション居住者向け情報誌「HOUSING NEWS」を創刊する。

平成22年７月 横浜北支店を設置する。

 マンション居住者向けウェブサイト「HOUSING NEWS ONLINE」を開設する。

平成23年７月 マンションによる「国内クレジット制度（現「Jクレジット制度」）」の事業承認を受ける。

平成23年９月 アーバン住宅営業部を新設する。

平成23年12月

平成24年３月

乾商事株式会社（現カテリーナサービス株式会社）の株式を取得し、子会社とする。

川越営業所（現川越支店）を設置する。

平成24年５月 株式会社合人社ホールディングス（現株式会社合人社グループ）と業務提携契約を締結する。

平成24年６月 三光エンジニアリング株式会社の株式を取得し、子会社とする。

平成25年７月 ハウズイング合人社北海道株式会社を設立し、子会社とする。

ハウズイング合人社沖縄株式会社を設立し、関連会社とする。

平成25年12月

平成26年４月

平成26年５月

平成26年７月

平成27年３月

平成27年４月

平成28年３月

 
平成28年４月

平成29年２月

山京ビルマネジメント株式会社及び山京商事株式会社の株式を取得し、子会社とする。

「スマートマンション導入加速化推進事業」のMEMSアグリゲータとして採択される。

株式会社サーフの株式を取得し、子会社とする。

管理マンションの戸数40万戸を超える。

個人情報保護に関してのPマーク（プライバシーマーク）を取得する。

株式会社亜細亜綜合防災の株式を取得し、子会社とする。

Pan Pacific Services Company Limited（ベトナム）及びPan Pacific Company Limited（ベトナム）の持分を取得

し、子会社とする。

蒲田営業所（現城南支店）を設置する。

興産ビルサービス株式会社及びPROPELL INTEGRATED PTE LTD（シンガポール）の株式を取得し、子会社とする。
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３【事業の内容】

(1）事業の内容

　当社企業グループ（当社、子会社30社、関連会社２社、その他の関係会社２社により構成）は、国内外において

マンション管理事業、ビル管理事業、不動産管理事業及び営繕工事業を展開しております。各事業における当社及

び子会社の位置付け等は次のとおりであります。

　なお、次の４事業は「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等](1）連結財務諸表[注記事項]」に掲げるセグメント

情報の区分と同一であります。

◇マンション管理事業

　マンション管理事業は、分譲マンションの管理員業務、清掃・設備管理・保全の各業務、管理組合の決算・運営

補助業務等マンションの総合的管理業務及び学童保育・学習塾の運営業務を行っております。

　当社の特徴としましては、ＩＳＯ（国際標準化機構）の品質保証規格（ＩＳＯ 9001）の認証に裏付けされた高

品質なマンション管理業務における出納・会計サービスの提供であります。また、各マンション管理事務室と警備

会社・当社緊急センターとをオンラインで結び、共用設備の異常、停電、専有部分内の異常に速やかに対応する

「ライフガード24」、水廻りやサッシなどのトラブル・不具合発生時の対応や買物、宿泊の割引きなど多彩なメ

ニューを揃えた専有部分サービス「安心快適生活」及び「安心お助け隊」を提供しております。

〔子会社〕

　東京都保全股份有限公司　他11社

◇ビル管理事業

　ビル管理事業は、ビルの環境衛生清掃・保安警備・受付・設備管理・保全の各業務及びビルの総合的管理業務を

行っております。なお、「オフィスビルの清掃サービスの企画及び提供」においてＩＳＯの認証（ＩＳＯ 9001）

を取得しております。

〔子会社〕

大連豪之英物業管理有限公司　他12社

◇不動産管理事業

　不動産管理事業は、オーナー所有物件の建物管理・賃貸管理代行及びサブリース業務、不動産の売買・仲介業務

に加え、社有物件の賃貸運営業務を行っております。

〔子会社〕

カテリーナビルディング株式会社

◇営繕工事業

　営繕工事業は、マンション共用部分及びビルの建物・設備営繕工事並びに外壁塗装工事等の大規模修繕工事に加

え、専有部分のリフォーム工事等を行っております。なお、「分譲マンション修繕の設計及び施工」においてＩＳ

Ｏの認証（ＩＳＯ 9001）を取得しております。

〔子会社〕

三光エンジニアリング株式会社　他３社
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(2）事業系統図

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

（注）１．「その他の関係会社」である株式会社リログループとは、平成20年12月に業務提携し、相互に情報連携を
深め、共用部・専有部にとらわれない総合的なサービスの提供を共同で推進しております。

２．「その他の関係会社」である株式会社合人社グループとは、平成24年５月に両者の企業価値の最大化を図る
ことを目的とする業務提携契約を締結しております。

３．NIPPON HOUSING PHILIPPINES INC.は、現在会社清算の手続き中です。

４．大連豪之英物業管理有限公司は、平成29年９月に、中国国有企業の天津臨港園区運営管理有限公司との間
に、合弁会社の天津臨港豪之英物業服務股份有限公司を設立いたしました。

５．大連豪之英物業管理有限公司は、平成30年１月に、100％子会社として、大連豪森保安服務有限公司を設立
いたしました。
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金又は出資金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％）

関係内容

日本コミュニティー株式会社 東京都新宿区 50 マンション管理事業 100.0
当社の下請

役員の兼任等…無

カテリーナサービス株式会社 東京都新宿区 30 マンション管理事業 100.0
当社の下請

役員の兼任等…無

ハウズイング合人社北海道株式会社 北海道札幌市 10 マンション管理事業 51.0 役員の兼任等…無

株式会社アンサー 東京都新宿区 30 マンション管理事業 100.0
役員の兼任等…有

資金の貸付

山京ビルマネジメント株式会社 北海道札幌市 10 ビル管理事業 100.0

当社の下請

役員の兼任等…有

資金の貸付

山京商事株式会社 東京都千代田区 20 ビル管理事業
100.0

(27.5)

当社の下請

役員の兼任等…無

興産ビルサービス株式会社 東京都千代田区 10 ビル管理事業 100.0
当社の下請

役員の兼任等…無

カテリーナビルディング株式会社 東京都新宿区 20 不動産管理事業 100.0

当社に対し建物を賃貸

役員の兼任等…有

資金の貸付

債務保証

三光エンジニアリング株式会社 東京都江戸川区 25 営繕工事業 70.0

当社の下請

役員の兼任等…無

資金の貸付

株式会社サーフ 東京都練馬区 50 営繕工事業 52.4
当社の下請

役員の兼任等…無

株式会社亜細亜綜合防災 東京都江戸川区 20 営繕工事業 100.0
当社の下請

役員の兼任等…無

東京都保全股份有限公司 台湾台北市
120

百万台湾ドル
マンション管理事業 90.2 役員の兼任等…有

大連豪之英物業管理有限公司 中国大連市
12

百万人民元
ビル管理事業 51.0 役員の兼任等…有

Pan Pacific Services Company

Limited

ベトナム

ホーチミン

250

億ベトナムドン
ビル管理事業 80.0 役員の兼任等…無

Pan Pacific Company Limited
ベトナム

ハノイ

100

億ベトナムドン
ビル管理事業 80.0 役員の兼任等…無

PROPELL INTEGRATED PTE LTD シンガポール
3

百万シンガポールドル
営繕工事業 80.0

役員の兼任等…有

債務保証

その他14社  
 

 
   

(注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．東京都保全股份有限公司は、特定子会社に該当いたします。

４．NIPPON HOUSING PHILIPPINES INC.は、現在会社清算の手続き中です。

５．大連豪之英物業管理有限公司は、平成29年９月に、中国国有企業の天津臨港園区運営管理有限公司との間に、合弁会社の天津臨港豪

之英物業服務股份有限公司を設立いたしました。

６．大連豪之英物業管理有限公司は、平成30年１月に、100％子会社として、大連豪森保安服務有限公司を設立いたしました。
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(2）持分法適用の関連会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合

又は被所有割合

（％）

関係内容

ハウズイング合人社沖縄株式会社 沖縄県那覇市 30 マンション管理事業 49.0 役員の兼任等…無

その他１社      

 

(3）その他の関係会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合

又は被所有割合

（％）

関係内容

株式会社リログループ 東京都新宿区 2,667

リロケーション事業、福利

厚生代行サービス事業等の

グループ会社を統括する持

株会社

被所有　33.44
業務提携

役員の兼任等…有

株式会社合人社グループ 広島県広島市 30

建物管理事業等の関係会社

に対する経営戦略の立案と

実行をサポートする持株会

社

被所有　20.00
業務提携

役員の兼任等…有

(注）株式会社リログループは、有価証券報告書を提出しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成30年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）  

マンション管理事業 1,595 (15,207)

ビル管理事業 254 (8,304)

不動産管理事業 102 (145)

営繕工事業 580 (186)

全社（共通） 111 (5)

合計 2,642 (23,847)

(注）１．準社員及びパート等（年間の平均人員）は、（　）外数で記載しております。

２．（　）外数で記載した人数のうち3,936人は準社員、19,911人はパート等であります。なお、パート等には

海外子会社12,720人を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

者であります。

 

(2）提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,893 (10,369) 35.8 7.3 5,129

 

セグメントの名称 従業員数（人）  

マンション管理事業 1,299 (9,901)

ビル管理事業 51 (225)

不動産管理事業 101 (145)

営繕工事業 331 (93)

全社（共通） 111 (5)

合計 1,893 (10,369)

(注）１．準社員及びパート等（年間の平均人員）は、（　）外数で記載しております。

２．（　）外数で記載した人数のうち3,831人は準社員、6,538人はパート等であります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

者であります。

 

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社企業グループが判断したものであります。

 

(1) 会社の経営の基本方針

　当社企業グループは、『安全で快適な住環境づくりを通じて、広く社会の発展に貢献する』ことを経営理念とし

て、マンション、ビル及び不動産の各管理事業、営繕工事業まで幅広く事業を展開しております。
　今後とも、『お客さまの声を最優先に、考え、動き、応えていく、住・オフィス環境創造企業』をブランドス

テートメントとして掲げ、「役務・サービスの提供」、「ものづくり」において「現場第一主義」に徹し、『良質

なものをリーズナブルな価格で提供する』ことを経営方針として取り組んでまいります。

(2) 目標とする経営指標

　当社企業グループでは、事業活動の成果を示す売上高及び経常利益の安定的な成長を経営目標とし、中期経営計

画を策定しております。また、収益力の向上を図るために、売上高経常利益率を経営上重要な指標として考え、財

務体質強化の観点から、自己資本比率の向上につきましても、重視すべき指標として考えていますが、特定の指標

に依存することなく、全体のバランスがとれた経営を目指す所存であります。

(3) 経営環境及び中長期的な会社の経営戦略

　管理事業の主力であるマンション管理事業につきましては、建物の高経年化や居住者の高齢化が進むなか、居住

者の管理に対する関心が高まるとともに管理に対するニーズも多様化かつ高度化しています。また、良好なストッ

ク形成の重要性が一段と叫ばれるなか「マンションの資産価値の維持、より良い住環境の提供」が求められていま

す。今後も、計画的な設備改修など建物長命化のための提案や防犯・防災対策及び高齢居住者対策の提案など、よ

り充実したサービスの提供により事業強化を図ってまいります。また、リログループとの業務提携を活用し、共用

部・専有部の区分にとらわれない総合的な建物管理サービスを展開してまいります。

　さらに、マンション管理業界ではここ数年Ｍ＆Ａが活発化し、大手管理会社への寡占化が進行しております。当

社企業グループにおきましても、重要な経営戦略の一つとして位置付け、今後も更なる競争力強化及び収益力向上

のため、積極的にＭ＆Ａ案件に取り組んでまいります。

　ビル管理事業、不動産管理事業は、建物のライフサイクルコストの見直し提案等プロパティマネジメントの強化

や入居率アップのための設備更新提案、リーシング機能の拡充など、マーケット競争力及び営業力の一層の強化に

努めるとともに、コスト見直しをはじめ業務の効率化を図りながら収益力の向上に努めてまいります。

　営繕工事業は、建物管理で培ってきた豊富な経験とノウハウを活かし、「管理のプロ」としての視点から、建物

の資産価値の維持向上のため、日常的な小修繕から建物のライフサイクルを考慮した長期的な大規模修繕まで、総

合的な提案力を発揮し、受注増につなげてまいります。

　海外の連結子会社につきましては、現在進出している４カ国それぞれの国において、日本式のきめ細やかなサー

ビスの提供を軸に業容の拡大に努めるとともに、海外グループ間でのシナジーの創造についても取り組んでまいり

ます。

　今後も、グループ経営管理体制を強化し、強固な収益構造の確立に向け、人材やシステムへの投資を行いつつ、

業務の効率化及び生産性の向上に取り組んでまいります。また、企業価値の最大化に資する業務提携については積

極的に取り組み、より高品質なサービスの開発及び提供に努め、更なる競争力の強化並びに事業基盤の拡大を図っ

てまいります。

(4) 会社の対処すべき課題

　管理事業は、人件費上昇に伴う収益力の低下や人手不足に対応するため、管理員業務や現場清掃等の機械化が必

要と考えており、その研究・開発に取り組むとともに、引き続き新サービスの開発にも取り組んでまいります。

　また、お客様のご要望にお応えできるよう、現場管理員の当社直接雇用体制を維持しつつ、組織体制の強化と定

期的、かつ実践的な研修の実施により、スキル向上に努めてまいります。

　さらに、基幹システム「ハウネット」をはじめとする、各種システムの追加開発による機能向上を進めること

で、安定的に高い品質のサービスを提供する体制の整備を図るとともに、今後の追加開発も併せて、業務の更なる

効率化と経営基盤の一層の強化を図ってまいります。
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。当社企業グループは、これらのリスク発生の可能性を認識

した上で、発生の回避及び発生した場合の早期対応に努める所存であります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社企業グループが判断したものでありま

す。

(1）業績の変動要因

①マンション管理事業

　既存物件の委託替えにおける管理委託料は低下傾向にあります。対象物件の受注競争如何によっては管理委託

料引き下げに繋がる場合があり、当該動向により業績に影響を及ぼす可能性があります。

②ビル管理事業

　オーナーからのコスト削減要請に伴う管理仕様の大幅な見直し、委託替え等の影響によっては、管理物件の減

少も含め、業績に影響を及ぼす可能性があります。

③不動産管理事業

　当該事業のうちサブリース方式による賃貸管理業務については、当該物件の入居率又は賃貸料が想定以上に低

下した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

④営繕工事業

　当該事業は、今後もその需要は増加することが見込まれますが、一方、ゼネコン等の参入により、当社企業グ

ループにおいても業者間の競争の影響により工事の受注率及び受注価格の低下等が生じる可能性があり、これら

の動向が業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）自然災害について

　自然災害等により広範囲な地域に被害が発生した場合には、当社企業グループの情報システム等の諸機能の維

持に一時的な問題が発生する可能性があるほか、管理会社として管理建物の安全・維持点検等にコスト負担が生

じることがあり、また、建物倒壊により管理物件数が減少する可能性があります。

(3）法的規制について

　当社企業グループの営む事業に、新たな法的規制又は規制強化が図られた場合、その対応に必要なコストが増

加する可能性があります。

(4）社員採用について

　採用環境の急激な変化により、今後管理員を中心とした要員確保のため、人件費等のコストが上昇する可能性

があります。

(5）訴訟について

　当社企業グループは、各種関係法令等を遵守し、公正かつ適正な企業行動を実践しておりますが、事業遂行の

うえで訴訟提起される可能性があります。重大な訴訟の場合には、当社企業グループの業績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

(6）個人情報の管理について

　当社企業グループでは、業務遂行上の必要から多くの個人情報を取扱っております。万が一この個人情報が漏

洩した場合、当社企業グループの信用が損なわれることになり、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社企業グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状況、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度の我が国経済は、企業収益及び雇用情勢の着実な改善を受け、個人消費の持ち直しや、設備投資の

増加が見られるなど、景気については緩やかな回復基調が続きました。海外経済においても、米国の景気が着実に回

復している他、中国を中心としたアジア新興国の景気も持ち直しの動きが見られました。先行きについては、海外経

済の不確実性や金融資本市場の変動に留意が必要な状況です。

　このような状況のもと、当社企業グループは、各管理事業において、収益の基盤となる管理ストックの拡充に注力

するとともに、営繕工事においても、大規模修繕工事・小修繕工事を問わず積極的に取り組み、売上高については１

千億円を超える実績を残すことができました。

　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は105,552百万円（前期比7.1％増）、営業利益は5,466百万円（前期

比14.7％増）、経常利益は5,395百万円（前期比12.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,293百万円（前期

比9.5％増）となり、過去最高益を更新いたしました。
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　当連結会計年度の売上高・営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益は、以下のとおりであります。

 
売上高

（百万円）
営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

親会社株主に帰属する
当期純利益
（百万円）

平成29年３月期 98,560 4,767 4,803 3,007

平成30年３月期 105,552 5,466 5,395 3,293

増減 6,991 698 592 285

伸び率 7.1％ 14.7％ 12.3％ 9.5％

　セグメントの概況は、以下のとおりであります。

（マンション管理事業）

マンション管理事業につきましては、国内では全国拠点網及び関連会社を含む当社企業グループのネットワーク

を活かした営業活動に注力し、売上については増加しましたが、一方で、社会保険の適用拡大や、国内・海外問わ

ず、最低賃金の上昇等の影響で人件費が増加したことが利益面に影響しました。

その結果、売上高は48,178百万円（前期比5.6％増）、営業利益は3,619百万円（前期比6.1％減）となりまし

た。

（ビル管理事業）

ビル管理事業につきましては、国内では日頃の業務を通じて築いた信頼が、既存の取引先からの追加受注や新た

な取引先への紹介に繋がり、管理ストックの増加を果たしたことに加え、子会社である山京ビルマネジメント株式

会社及び山京商事株式会社の売買仲介業務等が好調に推移いたしました。また、海外では中国における子会社の大

連豪之英物業管理有限公司及びベトナムにおける子会社のPAN SERVICESも堅調に推移いたしました。

その結果、売上高は11,605百万円（前期比8.4％増）、営業利益は865百万円（前期比22.4％増）となりました。

（不動産管理事業）

不動産管理事業につきましては、既存の取引先への積極的な営業活動に注力したこと等により、売上高について

は増加しました。一方で、外注費を中心とした売上原価の増加が影響し、利益面については微減となりました。

その結果、売上高は5,460百万円（前期比0.3％増）、営業利益は641百万円（前期比0.1％減）となりました。

（営繕工事業）

営繕工事業につきましては、国内では、当社において管理会社としての適時・適切な提案と管理ストックの増加

を背景に小修繕工事が好調に推移したことに加え、子会社である三光エンジニアリング株式会社における公共工事

の受注が好調に推移いたしました。また海外では、前年度末にグループ化したシンガポールにおける子会社の

PROPELL INTEGRATED PTE LTDが期初から売上・利益に寄与いたしました。

その結果、売上高は40,307百万円（前期比9.6％増）、営業利益は3,153百万円（前期比15.5％増）となりまし

た。
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セグメントの名称

売上高（百万円） 営業利益（百万円）

平成29年
３月期

平成30年
３月期

前期比
平成29年
３月期

平成30年
３月期

前期比

マンション管理事業 45,629 48,178 5.6％ 3,854 3,619 △6.1％

ビル管理事業 10,710 11,605 8.4％ 706 865 22.4％

不動産管理事業 5,442 5,460 0.3％ 641 641 △0.1％

営繕工事業 36,778 40,307 9.6％ 2,729 3,153 15.5％

消去又は全社 － － － △3,164 △2,813 －

合計 98,560 105,552 7.1％ 4,767 5,466 14.7％

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ3,158百万

円増加し、14,634百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、4,723百万円（前年同期は3,332百万円の獲得）となりました。これは主に、

税金等調整前当期純利益5,397百万円、売上債権の増加額1,957百万円、仕入債務の増加額242百万円等によるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、670百万円（前年同期は3,267百万円の使用）となりました。これは主に、定

期預金の預入と払戻に伴う純支出額144百万円、有形固定資産の取得による支出215百万円、無形固定資産の取得

による支出318百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、987百万円（前年同期は519百万円の使用）となりました。これは主に、有利子

負債の増加額100百万円、配当金の支払いによる支出1,029百万円等によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当社企業グループの業務内容は、マンション及びビルの管理、賃貸、修繕等の役務提供を主体としておりま

す。

　したがって、生産実績の表示は困難なため、その記載は省略しております。

ｂ．販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

マンション管理事業 48,178 5.6

ビル管理事業 11,605 8.4

不動産管理事業 5,460 0.3

営繕工事業 40,307 9.6

合計 105,552 7.1

(注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社企業グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

当社企業グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当たりまして、重要な会計方針につきましては、「第５[経理の状況]１[連結財

務諸表等](1）連結財務諸表[注記事項]」に記載したとおりであり、繰延税金資産、貸倒引当金、固定資産の減価償

却、退職給付債務等、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる金額を計上しております。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．経営成績等

イ．財政状態

当社企業グループにおける当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4,639百万円増加し、

52,500百万円となりました。この主な要因は、現金及び預金の増加3,344百万円、受取手形及び売掛金の増加

2,050百万円等であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ2,057百万円増加し、23,581百万円となりました。この主な要因は、支払手

形及び買掛金の増加310百万円、未払法人税等の増加841百万円、未払費用の増加629百万円等であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ2,582百万円増加し、28,918百万円となりました。この主な要因は、親会

社株主に帰属する当期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加3,293百万円、剰余金の配当に伴う利益剰余金の減

少1,029百万円等であります。

 

ロ．経営成績

当社企業グループにおける当連結会計年度の経営成績は、売上高については1,055億円の結果となりました。

開発建設事業を営んでいた2007年3月期に、1,081億円の売上高を計上しておりますが、同事業を廃止して以降、

初めて1,000億円を突破しました。また、親会社株主に帰属する当期純利益については、連結・単体とも、過去

最高益を更新することが出来ました。この結果を残すことが出来たのは、需要が多い小修繕工事の取組みを強化

したこと、グループ子会社の業績が寄与したことが大きな要因と分析しております。

 

ハ．キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２[事業の状況]３[経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析](1）経営成績等の状況の概要 ②キャッシュ・フローの状

況」を参照願います。

 

ｂ．経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社企業グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２[事業の状況]２[事業等のリス

ク]」を参照願います。

 

ｃ．資本の財源及び資金の流動性

当社企業グループの資金需要のうち主なものは、人件費を中心とした営業費用、設備投資等によるものでありま

す。

当社企業グループでは、運転資金及び投資資金につきましては、自己資金または借入金により資金を調達するこ

とを基本としております。

なお、当連結会計年度末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は4,880百万円となっておりま

す。また、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は14,634百万円となっております。

 

ｄ．経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社企業グループでは、収益力の向上を図るために、売上高経常利益率を経営上重要な指標として考え、財務体

質強化の観点から、自己資本比率を重視すべき指標として考えています。当連結会計年度における売上高経常利益

率は、5.1％（前期比0.2ポイントの増加）であり、自己資本比率は、53.1％（前期比0.1ポイントの減少）となり

ました。引き続きこれらの指標について向上を図るとともに、全体のバランスがとれた経営を目指してまいりま

す。
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ｅ．セグメントごとの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

セグメントごとの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

（マンション管理事業）

マンション管理事業は、労働集約型のビジネスモデルであることから、昨今の人件費上昇が大きく収益構造に

影響いたしました。特に、人手不足等に伴う現場管理員の労務費上昇が、利益面に大きく影響したと認識してお

ります。今後については、主たるお客様である管理組合に対し、管理委託料値上げの提案を進めていく必要があ

ると分析しております。

（ビル管理事業）

ビル管理事業は、国内では子会社の山京ビルマネジメント株式会社及び山京商事株式会社の売買仲介業務等が

好調に推移したことや、海外では中国における子会社の大連豪之英物業管理有限公司やベトナムにおける子会社

のPAN SERVICESが総じて堅調に推移したことで、売上・利益とも順調に拡大したと認識しております。しかし、

ビル管理事業においても、昨今の人件費上昇が収益構造に影響を与えていますので、今後については、主たるお

客様であるビルオーナーに対し、管理委託料値上げの提案を進めていく必要があると分析しております。

（不動産管理事業）

不動産管理事業は、前年度と同水準の売上・利益となりましたが、サブリースについては低調に推移したと認

識しております。不動産管理事業においても昨今の人件費上昇が収益構造に影響を与えていますので、今後につ

いては、主たるお客様である賃貸マンションのオーナーに対し、管理委託料値上げの提案を進めていく必要があ

ると分析しております。

（営繕工事業）

営繕工事業は、特に、当社における小修繕工事が好調に推移し、売上・利益に寄与いたしました。これも、各

管理事業から派生する営繕工事を、確実に取り組むことが出来たことが要因であると認識しております。今後に

ついても、建物の高経年化が進む中、小修繕工事については需要が拡大すると分析しております。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、549百万円であります。

その主なものは、システム老朽化更新に伴うシステム開発費用等であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

当社企業グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社 平成30年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

本社各営業部他

(東京都新宿区)
不動産管理事業他

不動産管理事

業用施設他
1,139 0

3,286

(4)
7 961 5,395 576

大阪支店

(大阪市中央区)

他28支店

不動産管理事業他
不動産管理事

業用施設他
347 0

346

(1)
－ 322 1,016 1,317

 

(2）国内子会社 平成30年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

日本コミュニティー

株式会社

本社

(東京都新宿区)

マンション

管理事業
営業用施設他 8 － － － 9 17 30

カテリーナサービス

株式会社

本社

(東京都新宿区)

マンション

管理事業
営業用施設他 － － － － 0 0 21

ハウズイング合人社

北海道株式会社

本社

（北海道札幌市）

マンション

管理事業
営業用施設他 － － － － － － 1

株式会社アンサー
本社

（東京都新宿区）

マンション

管理事業
営業用施設他 11 － － － 5 17 －

山京ビルマネジメン

ト株式会社

本社

(北海道札幌市)

ビル

管理事業
営業用施設他 337 0

412

(1)
1 1 753 17

山京商事株式会社
本社

（東京都千代田区他)

ビル

管理事業
営業用施設他 10 0 － － 119 129 16

興産ビルサービス株

式会社

本社

（東京都千代田区）

ビル

管理事業
営業用施設他 0 － － － 0 1 6

カテリーナビルディ

ング株式会社

本社

(東京都新宿区)

不動産

管理事業
事業用施設他 554 －

3,012

(2)
－ 1 3,568 1

三光エンジニアリン

グ株式会社

本社

(東京都江戸川区)
営繕工事業 営業用施設他 28 0

56

(0)
1 3 89 20

株式会社サーフ
本社

（東京都練馬区他）
営繕工事業 営業用施設他 0 0 － － 0 1 31

株式会社亜細亜綜合

防災

本社

（東京都江戸川区）
営繕工事業 営業用施設他 17 0

48

(0)
－ 3 68 21
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(3）在外子会社 平成30年３月31日現在

 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

東京都保全股份有限

公司他７社

本社

(台湾台北市他)

マンション

管理事業
清掃用備品他 1 4 － － 32 38 244

大連豪之英物業管理

有限公司他６社

本社

(中国大連市他)

ビル

管理事業
清掃用備品他 － 23 － － 18 42 44

Pan Pacific

Services Company

Limited

本社

(ベトナムホーチミ

ン)

ビル

管理事業
清掃用備品他 － 25 － － 3 29 81

Pan Pacific

Company Limited

本社

(ベトナムハノイ)

ビル

管理事業
清掃用備品他 － 6 － － － 6 39

PROPELL INTEGRATED

PTE LTD

本社

(シンガポール)
営繕工事業 事業用施設他 1,550 50 － － 23 1,624 177

(注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、建設仮勘定、無形固定資産であります。

なお、金額には消費税等を含みません。

２．東京都保全股份有限公司他７社とは、東京都保全股份有限公司とその子会社６社（衆鼎工程股份有限公司、東京都公寓大廈管理維

護股份有限公司、東京都環保服務股份有限公司、東昇国際管理顧問股份有限公司、京陽公寓大廈管理維護股份有限公司及び璞漢公

寓大廈維護股份有限公司）及び東京都物業管理股份有限公司であります。

３．大連豪之英物業管理有限公司他６社とは、大連豪之英物業管理有限公司とその子会社６社（大連豪之英装飾工程有限公司、長春弘

森物業服務有限公司、大連博利達労務派遣有限公司、天津豪之英星辰物業服務有限公司、天津臨港豪之英物業服務股份有限公司及

び大連豪森保安服務有限公司）であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年６月28日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,080,000 16,080,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 16,080,000 16,080,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年12月２日（注） 1,400,000 16,080,000 963 2,492 963 2,293

(注）有償第三者割当増資

発行価格　　1株につき　1,377円

資本組入額　1株につき　688.5円

割当先　　　株式会社リロ・ホールディング（現株式会社リログループ）

(5) 【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未
満株式
の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 9 55 6 1 772 847 －

所有株式数（単元） － 9,332 37 123,041 31 1 28,353 160,795 500

所有株式数の割合(％) － 5.80 0.02 76.52 0.02 0.00 17.64 100 －

(注）自己株式1,779株は、「個人その他」に17単元及び「単元未満株式の状況」に79株を含めて記載しております。
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(6) 【大株主の状況】

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

株式会社リログループ 東京都新宿区新宿4-3-23 53,770 33.44

株式会社合人社グループ 広島県広島市中区袋町4－31 32,160 20.00

小佐野投資株式会社 東京都日野市程久保3-25-21 16,615 10.33

株式会社カテリーナ・ファイナンス 東京都新宿区新宿1-31-12 11,633 7.23

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 8,000 4.97

小佐野　台 東京都多摩市 4,785 2.97

永井　枝美 大阪府吹田市 3,444 2.14

日本ハウズイング従業員持株会 東京都新宿区新宿1-31-12 3,220 2.00

小佐野　弾 東京都日野市 2,148 1.33

吉野　具美 東京都府中市 2,043 1.27

計 － 137,818 85.72

 

(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 1,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,077,800 160,778 －

単元未満株式 普通株式　　　　 500 － －

発行済株式総数  16,080,000 － －

総株主の議決権 － 160,778 －

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日本ハウズイング株式会社
東京都新宿区新宿

1-31-12
1,700 － 1,700 0.01

計 － 1,700 － 1,700 0.01
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区　分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式 － －

(注）当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,779 － 1,779 －

(注）当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、経営基盤、財務基盤双方の強化を図りながら、長期的な収益力の向上に取り組んでおります。利益配分に

つきましては、業績に裏付けられた安定的な実施を基本方針としております。

　また、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき期末配当１株当たり34円とし、中間配当の１株当たり32円と

合わせて年間66円の配当を実施することを決定いたしました。

　内部留保資金につきましては、事業基盤の拡大等に有効に活用し、将来の事業発展を通じて、株主の皆様に還元さ

せていただく所存です。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成29年11月８日

取締役会決議
514 32.00

平成30年６月28日

定時株主総会決議
546 34.00

 

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円） 3,000 2,940 4,650 3,700 3,350

最低（円） 2,100 2,351 2,900 2,855 2,980

(注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高（円） 3,115 3,140 3,300 3,335 3,250 3,195

最低（円） 3,045 3,070 3,090 3,175 3,080 3,010

(注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性12名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

（百株）

取締役社長

(代表取締役)

 

 
小佐野　台 昭和40年6月15日生

 
平成２年４月 当社入社

平成９年10月 当社営業３部長

平成９年10月 小佐野投資株式会社取締役（現任）

平成11年１月 当社建設工事事業本部長

平成11年６月 当社取締役

平成12年６月 当社常務取締役

平成15年11月 当社取締役副社長

平成17年６月

平成29年２月

当社代表取締役社長（現任）

PROPELL INTEGRATED PTE LTD

Director（現任）
 

注5 4,785

取締役

専務執行役員

事業統轄本部長

兼建物管理部長
吉田　裕幸 昭和34年3月31日生

 
昭和52年４月

平成６年４月

平成10年６月

平成17年６月

平成18年６月

平成19年６月

共栄工務所株式会社入社

当社入社

当社札幌支店長

当社取締役札幌支店長

当社取締役マンション管理企画部長

当社取締役マンション管理事業部長

平成20年３月 当社取締役マンション管理本社事業部

長

平成21年６月 当社執行役員マンション管理事業本部

副本部長

平成23年４月 当社執行役員企画部長

平成23年４月 東京都保全股份有限公司董事長（現

任）

平成23年６月 カテリーナビルディング株式会社取締

役（現任）

平成24年７月 株式会社合人社計画研究所取締役（現

任）

平成25年４月 当社執行役員経営企画部長

平成25年６月

平成26年６月

平成28年10月

 
平成29年１月

平成29年２月

 
平成30年４月

 
平成30年６月

当社常務執行役員経営企画部長

当社取締役常務執行役員経営企画部長

当社取締役常務執行役員経営企画部長

兼システム企画部長

株式会社アンサー代表取締役（現任）

PROPELL INTEGRATED PTE LTD

Director（現任）

当社取締役常務執行役員事業統轄本部

長兼建物管理部長

当社取締役専務執行役員事業統轄本部

長兼建物管理部長（現任）
  

注5 192

取締役

常務執行役員
本社事業部長 小佐野　弾 昭和41年11月2日生

   
平成元年４月

平成６年４月

平成９年10月

平成11年６月

平成15年６月

平成15年11月

平成19年６月

株式会社大京入社

当社入社

小佐野投資株式会社取締役（現任）

当社開発営業部第一部長

当社取締役開発営業部第一部長

当社取締役開発営業部長

当社取締役開発建設事業部長

平成21年６月 当社執行役員開発建設事業部長

平成21年７月 当社執行役員千葉支店長

平成23年４月 当社執行役員第二事業部長兼千葉支店

長

平成25年４月 当社執行役員本社事業部長

平成25年６月 当社常務執行役員本社事業部長

平成26年６月

 
平成30年４月

 
平成30年４月

当社取締役常務執行役員本社事業部長

（現任）

日本コミュニティー株式会社取締役

（現任）

カテリーナサービス株式会社取締役

（現任）
 

注5 2,148
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

（百株）

取締役

常務執行役員
第二事業部長 山内　敦雄 昭和33年9月26日生

   
昭和56年４月

 
平成15年10月

平成17年12月

平成19年６月

平成21年６月

平成25年４月

東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入行

同行岐阜支店長

同行営業第２部統括マネージャー

当社経理部長

当社執行役員経理部長

当社執行役員第二事業部長

平成27年４月 株式会社亜細亜綜合防災取締役（現

任）

平成28年６月 当社常務執行役員第二事業部長

平成29年６月 当社取締役常務執行役員第二事業部長

（現任）
 

注5 108

取締役

執行役員

経営企画部長兼

システム企画部長
奥田　　実 昭和35年8月11日生

 
昭和59年４月 東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入行

平成17年９月 日本シェアホルダーサービス株式会社

取締役社長

平成20年６月 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社営業開発

部長

平成23年６月 同行執行役員不動産信託部長

平成26年６月

 
平成29年６月

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社常務執行役員

当社理事

平成30年４月

平成30年４月

当社経営企画部長兼システム企画部長

東京都保全股份有限公司董事（現任）

平成30年６月 当社取締役執行役員経営企画部長兼シ

ステム企画部長（現任）
 

注5 －

取締役  門田　　康 昭和41年11月26日生

 
平成２年４月 株式会社太陽神戸三井銀行（現株式会

社三井住友銀行）入行

平成12年10月 株式会社日本リロケーション（現株式

会社リログループ）入社

平成17年４月 株式会社リロ・ホールディング（現株

式会社リログループ）執行役員最高財

務責任者

平成18年６月 同社取締役

平成21年６月 同社専務取締役（現任）

平成22年６月

平成27年４月

 
平成27年８月

 

当社取締役（現任）

株式会社リロ・フィナンシャル・ソ

リューションズ代表取締役社長（現

任）

RELO GLOBAL REINSURANCE,INC.代表取

締役社長（現任）
 

注5 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

（百株）

取締役  福原　祥二 昭和35年6月18日生

 
昭和58年４月 株式会社サカエヤ入社

平成２年９月 株式会社合人社計画研究所入社

平成12年11月 同社取締役

平成16年６月 合人社シティサービス株式会社取締役

平成16年６月 合人社エンジニアリング株式会社取締

役（現任）

平成17年６月 合人社ＦＧＬ株式会社代表取締役（現

任）

平成19年６月 株式会社合人社ホールディングス（現

株式会社合人社グループ）取締役

平成21年10月 合人社シティサービス株式会社代表取

締役（現任）

平成23年９月 株式会社合人社グループ代表取締役専

務兼ＣＯＯ

平成24年７月

 
平成28年６月

平成29年６月

 
平成29年６月

株式会社合人社計画研究所代表取締役

専務

当社取締役（現任）

株式会社合人社グループ取締役（現

任）

株式会社合人社計画研究所取締役（現

任）
 

注5 －

取締役  花岡　　聡 昭和43年9月26日生

   
平成４年４月 株式会社日本リロケーション（現株式

会社リログループ）入社

平成16年10月 株式会社リロバケーションズ取締役

平成22年10月 同社代表取締役社長

平成27年４月 株式会社リロケーション・インターナ

ショナル取締役

平成28年４月 同社代表取締役（現任）

平成28年４月

 
平成28年６月

平成29年３月

 
平成30年１月

リロ・パナソニックエクセルインター

ナショナル株式会社取締役（現任）

当社取締役（現任）

株式会社リロ・エクセルインターナ

ショナル代表取締役（現任）

ケイズマネージメント株式会社取締役

（現任）
 

注5 －

常勤監査役  入江　恭生 昭和30年12月23日生

 
昭和58年６月 当社入社

平成10年６月 当社立川支店長

平成11年７月 当社人事部長

平成17年６月 当社取締役人事部長

平成19年６月

 
平成20年３月

平成21年６月

平成23年４月

平成25年７月

 
平成27年４月

平成27年６月

当社取締役マンション管理事業部副部

長

当社取締役業務監査室長

当社執行役員業務監査室長

当社執行役員札幌支店長

ハウズイング合人社北海道株式会社代

表取締役社長

当社執行役員経営企画部副部長

当社常勤監査役（現任）
 

注6 175
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

（百株）

常勤監査役  田中　和雄 昭和32年1月23日生

 
昭和54年４月 東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入行

平成14年１月 同行統合推進部長

平成16年５月 同行総合企画部長

平成17年５月 同行大阪支店営業第１部長

平成21年10月 アールワイ保険サービス株式会社常勤

監査役

平成26年４月 エム・ユー・トラスト総合管理株式会

社常勤監査役

平成26年４月

 
平成27年６月

三菱ＵＦＪトラストビジネス株式会社

監査役

当社常勤監査役（現任）
 

注6 2

監査役  古田　　十 昭和44年2月13日生

 
平成３年10月 中央新光監査法人入所

平成11年７月 中央新光監査法人退所

平成11年８月 株式会社エイ・ジー・エスコンサル

ティング入社

平成12年６月 当社監査役（現任）

平成13年１月 古田公認会計士事務所開設

平成14年３月 株式会社エイチアイ監査役

平成20年12月 ＡＧＳ税理士法人代表社員（現任）
 

注6 10

監査役  野田　　剛 昭和31年3月27日生

 
昭和54年４月 東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入行

平成16年４月 同行広島支店長

平成17年10月 同行広島中央支店長

平成18年４月 同行神戸支店長

平成18年６月 同行執行役員神戸支店長兼神戸中央支

店長

平成20年６月 同行執行役員名古屋法人営業部長

平成22年６月

 
平成27年６月

平成27年６月

三菱ＵＦＪトラスト保証株式会社代表

取締役副社長

当社監査役（現任）

三菱ＵＦＪトラスト保証株式会社代表

取締役会長（現任）
 

注6 2

計  7,422

 

(注）１．取締役門田康、福原祥二及び花岡聡は、社外取締役であります。

２．取締役常務執行役員小佐野弾は、代表取締役社長小佐野台の実弟であります。

３．監査役田中和雄、古田十及び野田剛は、社外監査役であります。

４．当社は、事業環境の変化に迅速かつ効率的・効果的に対応できる経営体制の構築と「意思決定・監督機能」

と「業務執行機能」の分離によるコーポレート・ガバナンスの強化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。

執行役員は、上記取締役を兼務する執行役員４名のほか、専務執行役員として谷渕達雄、常務執行役員とし

て黛和男、阪本博、三浦健一、執行役員として田邊彰彦、浅野尚、紙屋学、渡部二三生、壇康弘、大桃剛、

坂本仁、菊池亘の16名で構成されております。

５．平成30年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

６．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　企業の社会的責任は、経営の適法性・健全性を維持しつつ、収益性を高め、企業を長期的に安定・成長させて

いくことにあります。

　この責務を具体的に実践することで、様々なステークホルダーの利益をバランス良く高めながら、株主価値を

最大化するよう常に心掛け、株主からの経営に対する評価を高めることが出来ると考えております。

　株主に対しましては、市場によるチェック機能といった観点を含め、わかりやすく十分な説明責任を果たすこ

とが重要であり、経営情報の適時開示に努め、経営の透明性を高めてまいります。

①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要及び当該企業統治の体制を採用する理由

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役は４名、うち３名を当社と利害関係のない社外から選任して独

立性を確保し、牽制機能を充実させております。

　取締役は８名、うち３名を社外取締役としております。「取締役会」は、法令や定款等に定められた事項や

経営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行状況を監督しており、月１回定時に開催しておりま

す。

　また、当社は、事業環境の変化に迅速かつ効率的・効果的に対応できる経営体制の構築と、「意思決定・監

督機能」と「業務執行機能」の分離によるコーポレート・ガバナンスの強化のため、執行役員制度を導入して

おります。

　その他の会議体として、社長と役付執行役員を中心としたメンバーによる「経営会議」があり、原則月２回

開催して、重要な業務執行に関する事項を協議し社長の業務を補佐しております。

　その他のコーポレート・ガバナンス体制強化の取組みとして、法令遵守のさらなる強化のための「コンプラ

イアンス委員会」、損失危機管理強化のための「リスク管理委員会」、内部監査部門として、執行部門から独

立した「業務監査室」を設置しております。

　会計監査人には新日本有限責任監査法人を選任しております。顧問弁護士及び顧問税理士には、必要に応じ

てアドバイスを受けております。

　上記のとおり、執行役員制度の導入により、適正な業務執行と迅速な意思決定を行える経営体制を構築して

おり、また、社外取締役３名を選任するとともに、監査役会を設置し監査役４名のうち３名を社外監査役とす

ることによって、経営に対する透明性の確保と監督機能の強化を図っております。

[コーポレート・ガバナンス体制の概要]
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ロ．内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制について、下記のとおり決議しております。

(a) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　コンプライアンス体制の基礎として、企業活動指針及びコンプライアンス規定を定め、規範体系を明確に

し、取締役、執行役員及び使用人の職務執行におけるコンプライアンス体制の確立を図ることとする。また、

日常業務における具体的遵守事項を示したコンプライアンスマニュアルを制定することとする。

　社長直轄のコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の整備・維持を図ることにより、内部

統制システムの維持・向上を推進することとする。関係担当部署は、必要に応じて、規則等の策定、研修の実

施を行うものとする。

　内部監査部門として、執行部門から独立した業務監査室を置くこととし、内部監査規定に基づく監査を実施

することとする。コンプライアンス委員会は、業務監査結果も踏まえ、コンプライアンス体制の整備に努める

こととする。

　法令違反行為の早期発見と是正を図るため、法令違反行為等に関する相談・通報を役職員が直接行う手段と

して、人事総務部及び監査役会を窓口とする内部通報制度（ヘルプライン）を設けるとともに、公益通報者保

護に関する規定を定め、通報者の保護を徹底する。

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を遮断する。また反社会的勢力対

策規定を制定し、社内研修等を通じて社内に周知していくとともに、反社会的勢力から接触があった場合に

は、必要に応じ警察その他関係機関と連携して組織的な対応を行う。

　財務報告の信頼性と適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その仕組みが適正

に機能することを継続的に評価し、不備がある場合は必要な是正を行う。

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存については、文書管理規定に基づき、その保存媒体に応

じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は閲覧可能な状態を維

持することとする。

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理体制の基礎として、リスク管理規定を定め、同規定に従ったリスク管理体制を構築する。社長直

轄の組織としてリスク管理委員会を設置し、全社的なリスクの事前回避、発生時の対応等リスク管理全般の問

題について、適宜顧問弁護士等外部の意見も参考に対応する体制とする。また、大規模災害等緊急事態が発生

した場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、損害の拡大を防止し最小限に止める体制とする。

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月1回定時に

開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催して、法定事項や経営に関する重要事項を審議するとともに、相

互に情報を交換し取締役間の連携を図るものとする。また、社長及び役付執行役員を中心に構成される経営会

議において、業務執行に関する重要事項について協議し、社長の業務執行を補佐することとする。

　執行役員制度を導入し「経営の意思決定・監督機能」と「業務執行機能」を分離することにより、事業環境

の変化に迅速かつ効率的・効果的に対応できる経営体制を構築する。

　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規定、業務分掌規定において、それぞれの責任者及びそ

の責任、執行手続の詳細について定めることとする。

(e) 次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という。）における業

務の適正を確保するための体制

(Ⅰ) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

(ⅰ) 当社は、当社が定める関係会社管理規定において、当社グループとして一体性を確保するため、子会

社に対し、経営の管理・指導を行うとともに、一定事項について、経営会議等で定期的に報告を求めるこ

とができる。

(ⅱ) 当社は子会社に、子会社が業績、財務状況、その他業務上の重要事項について、当社に報告するた

め、子会社が月１回開催する取締役会に当社の取締役、執行役員または使用人の出席を求めることができ

る。

(Ⅱ) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ⅰ) 子会社において、不正の行為または法令、定款、もしくは社内規定に違反する重大な事実、その他リ

スク管理上懸念のある事実が発見された場合、子会社の取締役及び監査役は、当社リスク管理委員会に報

告するものとする。当社リスク管理委員会が、子会社から報告を受けた場合、速やかに事実関係を調査の

上、リスク回避、軽減その他必要な措置を講じることとする。
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(Ⅲ) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(ⅰ) 当社は、当社グループ中期経営計画を策定し、当社グループとして達成すべき目標を明確化すること

とする。

(ⅱ) 当社は、子会社の自主性及び独立性を尊重しつつ、当社グループ経営の適正を確保するため、子会社

の取締役及び監査役には、当社の取締役、執行役員及び使用人を一定数兼務させることとする。

(ⅲ) 当社グループは、原則として、共通の会計システムを導入することにより、グループ経営の一体性を

維持することとする。

(Ⅳ) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(ⅰ) 当社は子会社に対し、企業活動指針を遵守させるとともに、当社と同等の適切なコンプライアンス管

理体制を実現するための必要な指導及び支援を行うこととする。

(ⅱ) 当社は子会社に対し、内部監査規定に基づく監査を実施することとする。

(ⅲ) 当社グループは、法令違反行為の早期発見と是正を図るため、法令違反行為等に関する相談・通報を

役職員が直接行う手段として、当社の人事総務部及び監査役会を窓口とする内部通報制度（ヘルプライ

ン）を当社グループに適用するとともに、公益通報者保護に関する規定により、通報者の保護を徹底する

こととする。

(f) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役から補助人を置くことを要請された場合は、速やかに監査役の補助の任にあたる使用人を定め、その

使用人が任にあたることとする。

(g) 監査役の補助の任にあたる使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役補助者である使用人については、取締役からの独立性を確保するため、その任命、解任、人事異動等

については監査役会の同意を得た上で取締役会が決定することとする。

(h) 監査役の補助の任にあたる使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の補助の任にあたる使用人は、他部署の使用人を兼務せず、専ら監査役の指揮命令に従うこととす

る。

　当社は監査役の補助の任にあたる使用人に対し、監査役に同行して、当社の取締役会その他の重要会議に出

席する機会を確保することとする。

　当社は監査役の補助の任にあたる使用人に対し、監査役に同行して、代表取締役社長や会計監査人との意見

交換の場に参加する機会を確保することとする。

(i) 次に掲げる体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

(Ⅰ) 当社の取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告するための体制

(ⅰ) 取締役、執行役員及び使用人は、会社の業務や業績に影響を与える重要な事項または法令等に違反す

る事実等コンプライアンス上問題がある事項について、規定に基づきコンプライアンス委員会、公益通報

窓口または監査役会に報告を行うこととする。

(ⅱ) 取締役及び執行役員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、自ら直ちに

監査役に報告するとともに、規定に基づく社内報告を行うこととする。前記にかかわらず、監査役はいつ

でも必要に応じて、取締役及び執行役員等に対して報告を求めることができることとする。

(Ⅱ) 子会社の取締役・監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けたものが当社の監査役に報告する

ための体制

(ⅰ) 子会社の取締役、監査役及び使用人は、会社の業務や業績に影響を与える重要な事項または法令等に

違反する事実等コンプライアンス上問題がある事項について、当社コンプライアンス委員会、公益通報窓

口または監査役会に報告を行うこととする。

(ⅱ) 子会社の取締役及び監査役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、自ら

直ちに当社の監査役に報告することとする。また、当社の監査役はいつでも必要に応じて、子会社の取締

役及び監査役に対して報告を求めることができる。

(j) 監査役へ報告したものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体

制

　当社は、監査役へ報告した当社グループの取締役、執行役員、監査役及び使用人に対し、通報または相談し

たことを理由として、解雇その他いかなる不利益取扱いも受けないものとし、報告者を保護することとする。

(k) 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または

債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理す

ることとする。
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(l) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査が実効的に行われることを確保するための体制として、内部監査部門である業務監査室の監査結果につ

いて監査役に報告することとする。

ハ．リスク管理体制の整備の状況

　当社では、リスク管理体制の基礎として、リスク管理規定を定め、業務執行に伴い発生の可能性のある各種

リスクについて、一定の取締役及び執行役員並びに部長級職による「リスク管理委員会」において検討すると

ともに、必要な措置を講じております。

　また、大規模災害等緊急事態が発生した場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、損害の拡大を防止

しこれを最小限に止める体制を整備しております。

　コンプライアンス体制の確立に向けては、企業活動指針及びコンプライアンス規定並びにコンプライアンス

マニュアルを制定するとともに、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス体制の整備・維持

を図っております。また、コンプライアンス研修の実施を通じた従業員教育など、コンプライアンス推進活動

にも取り組んでおります。

②内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査については、「業務監査室」（７名で構成）が内部監査規定に基づき監査を実施し定期的に社長へ報

告を行うとともに、監査役に対して監査結果の報告を行っております。また、業務監査室は、内部監査により判

明した指摘事項について、内部統制機能を担う各関係部署へ速やかに情報連携を行うとともに、コンプライアン

ス委員会において定期的に監査結果の報告を行っております。

　監査役は、取締役会に出席し取締役の業務執行状況を監査するほか、常勤監査役２名が本社及び各支店におい

て業務の状況を監査し、重要な決裁書類等を閲覧するなどの監査を行っております。また、会計監査人から財務

諸表監査の経過報告を定例的に受けることにより、会計監査の相当性を確保しております。なお、社外監査役で

ある古田十氏は、公認会計士の資格を有しております。

③社外取締役及び社外監査役の選任基準

イ．社外取締役の選任基準

　社外取締役は、取締役会の議案審議に必要な広範な知識と企業経営者としての実践経験を有すること、もし

くは経営の監督機能発揮に必要な特定専門分野における実績と広範な見識を有することを選任基準とする。

　広範な株主利益の代表者としての社外取締役選任の本来目的に適うよう、その独立性確保に留意し、実質的

に独立性を確保しえない者は社外取締役に選任しない。

　広範な事業領域を有する日本ハウズイングとして、企業経営者を社外取締役とする場合、当該取締役の本務

会社との取引において利益相反が生じる可能性もあるが、個別案件の利益相反には取締役会での手続きにおい

て適正に対処する。

ロ．社外監査役の選任基準

　社外監査役は、さまざまな分野に関する豊富な知識、経験を有する者から選任し、中立的、客観的な観点か

ら監査を行うことにより、その独立性確保に留意し、実質的に独立性を確保しえない者は社外監査役に選任し

ない。

④社外取締役及び社外監査役との関係

　社外取締役門田康氏は、株式会社リログループの専務取締役で、同社は当社の筆頭株主であります。また、当

社と同社は業務提携契約を締結しております。社外取締役花岡聡氏は、株式会社リロケーション・インターナ

ショナルの代表取締役で、同社は当社の筆頭株主である株式会社リログループの100％子会社であります。社外

取締役福原祥二氏は、株式会社合人社グループの取締役で、同社は当社の主要株主であります。また、同社は当

社と業務提携契約を締結しております。社外取締役門田康氏、花岡聡氏及び福原祥二氏は、事業経営に関する豊

富な知識・経験等を有していることから、当社の既存事業の事業性の評価や事業の改善に活かしていただけるも

のと判断し、社外取締役に選任しております。

　なお、社外取締役３名は、当社と資本的関係にある会社の取締役ですが、事業活動及び経営判断については、

当社の責任のもと、独自に意思決定、業務執行を行っており、一定の独立性が確保されていると判断し、株式会

社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　社外監査役田中和雄氏は、金融機関における豊富な経験と財務及び会計に関する幅広い知識・見識を有してい

ることから社外監査役に選任しております。社外監査役古田十氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する

専門的知識と経験を有していることから社外監査役に選任しております。また、同氏は、一般株主と利益相反の

生じるおそれがないことから、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。社外監査役

野田剛氏は、企業経営者としての豊富な経験、幅広い知見を有していることから社外監査役に選任しておりま

す。
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　なお、社外監査役３名と当社との間には、特別の利害関係はなく、独立性が確保されていると判断しておりま

す。

　内部監査、監査役監査及び会計監査で判明した重要な指摘事項や内部統制上の問題がある事項等については、

取締役会を通じて社外取締役及び社外監査役に適宜報告を行っております。

⑤会計監査の状況

　当社は新日本有限責任監査法人との間で監査契約を締結しております。

　当社の会計監査を執行した公認会計士は関谷靖夫氏、吉川高史氏の２名であります。

　なお、継続監査年数は関谷靖夫氏は４年、吉川高史氏は５年であります。また、会計監査業務に係る補助者の

構成につきましては、公認会計士10名、その他10名からなっております。

⑥役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬 賞与

　取締役

（社外取締役を除く）
120 120 － 6

　監査役

（社外監査役を除く）
18 18 － 1

　社外役員 15 15 － 3

 
１．上記の報酬等の総額には、使用人兼務役員の使用人給与相当額が含まれておりません。

２．社外取締役については、報酬は支払っておりません。

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　株主総会にて決定する報酬総額の限度内で、経営内容、経済情勢、社員給与とのバランス等を考慮して、取

締役の報酬等は取締役会の決議により決定し、監査役の報酬等は監査役の協議により決定しております。

　なお、取締役の報酬限度額は、平成22年６月29日開催の第46期定時株主総会において、年額300百万円以

内、監査役の報酬限度額は、平成11年６月23日開催の第35期定時株主総会において、年額100百万円以内と定

めております。

⑦責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、当社定款において会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び

社外監査役との間に、同法第423条第１項の行為による損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨

を定めておりますが、責任限定契約は締結しておりません。

　また、当社と会計監査人は、当社定款において会社法第427条第１項の規定により、会計監査人との間に、同

法第423条第１項の行為による損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めており、当社と会

計監査人は、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

⑧取締役の定数

　当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。

⑨取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任及び解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑩株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

⑪自己の株式取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

⑫中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、会社

法第454条第５項の規定に定める剰余金の配当（中間配当）を行うことができる旨を定款に定めております。
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⑬取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が、その期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定に

より、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の行為に関する取締役（取締役であった者を含む。）及び

監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、免除することができる旨を定款に

定めております。

⑭株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

１銘柄　14百万円

ロ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度

（百万円）
当事業年度（百万円）

貸借対照表

計上額の合計額

貸借対照表

計上額の合計額

受取配当金

の合計額

売却損益

の合計額

評価損益

の合計額

非上場株式 0 0 － － (注）

上記以外の株式 201 220 4 － 79

(注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「評価損益の合計額」は記載しておりません。

(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

提出会社 41 － 43 －

連結子会社 － － － －

計 41 － 43 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　前連結会計年度において当社の連結子会社である東京都保全股份有限公司、Pan Pacific Services Company

Limited、Pan Pacific Company Limitedは当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している安永聯

合會計師事務所、ERNST &YOUNG VIETNAM CO.,LTDに対して、監査証明業務に基づく報酬として合計で９百万円

を支払っております。また、当連結会計年度において当社の連結子会社である東京都保全股份有限公司、Pan

Pacific Services Company Limited、Pan Pacific Company Limitedは当社の監査公認会計士等と同一のネッ

トワークに属している安永聯合會計師事務所、ERNST &YOUNG VIETNAM CO.,LTDに対して、監査証明業務に基づ

く報酬として合計で11百万円を支払っております。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める旨を定

款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、会計基準の内容又はその変更等の情報収集をしております。

また、会計基準設定主体等の行う研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※３ 13,546 ※３ 16,891

受取手形及び売掛金 ※６ 11,685 ※６ 13,736

未成工事支出金 ※４ 2,886 ※４ 2,768

原材料及び貯蔵品 197 198

繰延税金資産 518 574

その他 1,124 885

貸倒引当金 △74 △81

流動資産合計 29,884 34,973

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１,※３ 4,095 ※１,※３ 4,007

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 84 ※１ 111

工具、器具及び備品（純額） ※１,※５ 508 ※１,※５ 476

土地 ※３ 7,192 ※３ 7,162

建設仮勘定 24 7

有形固定資産合計 11,905 11,764

無形固定資産   

のれん 2,143 1,903

その他 ※５ 1,040 ※５ 1,036

無形固定資産合計 3,184 2,940

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 233 ※２ 259

差入保証金 1,123 1,052

繰延税金資産 336 328

その他 1,322 1,311

貸倒引当金 △130 △129

投資その他の資産合計 2,886 2,822

固定資産合計 17,977 17,527

資産合計 47,861 52,500
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,760 7,071

短期借入金 ※３ 2,155 ※３ 2,965

1年内返済予定の長期借入金 ※３ 681 ※３ 425

未払法人税等 576 1,418

未払費用 2,061 2,690

賞与引当金 1,532 1,591

役員賞与引当金 12 －

工事損失引当金 ※４ 3 ※４ 15

その他 4,731 4,545

流動負債合計 18,516 20,723

固定負債   

長期借入金 ※３ 1,828 ※３ 1,475

退職給付に係る負債 495 467

繰延税金負債 78 79

その他 605 835

固定負債合計 3,008 2,858

負債合計 21,524 23,581

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,492 2,492

資本剰余金 2,305 2,305

利益剰余金 20,640 22,904

自己株式 △1 △1

株主資本合計 25,436 27,700

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 64 59

為替換算調整勘定 △9 73

退職給付に係る調整累計額 △14 39

その他の包括利益累計額合計 40 171

非支配株主持分 859 1,045

純資産合計 26,336 28,918

負債純資産合計 47,861 52,500
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 98,560 105,552

売上原価 75,416 80,457

売上総利益 23,144 25,094

販売費及び一般管理費 ※１ 18,376 ※１ 19,627

営業利益 4,767 5,466

営業外収益   

受取利息 15 26

受取配当金 6 9

補助金収入 14 6

その他 72 81

営業外収益合計 109 124

営業外費用   

支払利息 23 123

その他 50 71

営業外費用合計 73 195

経常利益 4,803 5,395

特別利益   

国庫補助金 17 20

特別利益合計 17 20

特別損失   

固定資産圧縮損 15 17

減損損失 ※２ 2 －

特別損失合計 17 17

税金等調整前当期純利益 4,802 5,397

法人税、住民税及び事業税 1,366 1,948

法人税等調整額 235 △72

法人税等合計 1,601 1,875

当期純利益 3,201 3,521

非支配株主に帰属する当期純利益 193 228

親会社株主に帰属する当期純利益 3,007 3,293
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

当期純利益 3,201 3,521

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23 △5

為替換算調整勘定 △84 94

退職給付に係る調整額 8 53

その他の包括利益合計 ※１ △52 ※１ 142

包括利益 3,149 3,664

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,984 3,424

非支配株主に係る包括利益 164 240
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,492 2,293 18,592 △1 23,377

会計方針の変更による累積的
影響額

  4  4

会計方針の変更を反映した当
期首残高

2,492 2,293 18,597 △1 23,381

当期変動額      

剰余金の配当   △964  △964

親会社株主に帰属する
当期純利益

  3,007  3,007

自己株式の取得    △0 △0

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 12   12

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 12 2,042 △0 2,055

当期末残高 2,492 2,305 20,640 △1 25,436

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 40 45 △23 63 496 23,937

会計方針の変更による累積的
影響額

     4

会計方針の変更を反映した当
期首残高

40 45 △23 63 496 23,942

当期変動額       

剰余金の配当      △964

親会社株主に帰属する
当期純利益

     3,007

自己株式の取得      △0

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

     12

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

23 △54 8 △22 362 339

当期変動額合計 23 △54 8 △22 362 2,394

当期末残高 64 △9 △14 40 859 26,336
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,492 2,305 20,640 △1 25,436

会計方針の変更による累積的
影響額

    －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

2,492 2,305 20,640 △1 25,436

当期変動額      

剰余金の配当   △1,029  △1,029

親会社株主に帰属する
当期純利益

  3,293  3,293

自己株式の取得     －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

    －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 2,264 － 2,264

当期末残高 2,492 2,305 22,904 △1 27,700

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 64 △9 △14 40 859 26,336

会計方針の変更による累積的
影響額

     －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

64 △9 △14 40 859 26,336

当期変動額       

剰余金の配当      △1,029

親会社株主に帰属する
当期純利益

     3,293

自己株式の取得      －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△5 82 54 131 186 318

当期変動額合計 △5 82 54 131 186 2,582

当期末残高 59 73 39 171 1,045 28,918

 

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

有価証券報告書

38/82



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,802 5,397

減価償却費 812 685

減損損失 2 －

のれん償却額 181 268

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 5

賞与引当金の増減額（△は減少） △183 46

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7 16

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 △12

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 11

受取利息及び受取配当金 △21 △36

支払利息 23 123

売上債権の増減額（△は増加） △838 △1,957

たな卸資産の増減額（△は増加） △36 246

仕入債務の増減額（△は減少） 576 242

未払消費税等の増減額（△は減少） 21 251

未払費用の増減額（△は減少） 114 586

未成工事受入金の増減額（△は減少） 322 △683

その他 △89 995

小計 5,678 6,187

利息及び配当金の受取額 21 36

利息の支払額 △23 △123

訴訟関連損失の支払額 △27 －

法人税等の支払額 △2,316 △1,377

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,332 4,723
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,159 △653

定期預金の払戻による収入 466 509

有形固定資産の取得による支出 △486 △215

有形固定資産の売却による収入 17 56

無形固定資産の取得による支出 △105 △318

ゴルフ会員権の売却による収入 1 －

投資有価証券の取得による支出 △3 △31

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による支出
※２ △1,957 －

その他 △41 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,267 △670

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 10 752

長期借入れによる収入 900 59

長期借入金の返済による支出 △497 △711

非支配株主からの払込みによる収入 114 69

配当金の支払額 △964 △1,029

非支配株主への配当金の支払額 △79 △125

その他 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △519 △987

現金及び現金同等物に係る換算差額 △63 93

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △518 3,158

現金及び現金同等物の期首残高 11,995 11,476

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 11,476 ※１ 14,634
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　30社

主要な連結子会社の名称

カテリーナビルディング株式会社

日本コミュニティー株式会社

東京都保全股份有限公司

すべての子会社を連結の範囲に含めております。
 
平成29年９月に当社連結子会社の大連豪之英物業管理有限公司が中国国有企業の天津臨港園区運営管理有限公

司との間に合弁会社の天津臨港豪之英物業服務股份有限公司を設立し、連結の範囲に含めております。

平成30年１月に大連豪之英物業管理有限公司が100％子会社として、大連豪森保安服務有限公司を設立し、連

結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数　2社

主要な会社等の名称

ハウズイング合人社沖縄株式会社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、海外子会社（東京都保全股份有限公司他18社）の決算日は12月31日であり、同日現在の財

務諸表を使用しております。但し、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

イ．時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

ロ．時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

イ．未成工事支出金

個別法による原価法

ロ．原材料及び貯蔵品

主として最終仕入原価法

ハ．販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売掛債権その他債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計

上しております。

③　役員賞与引当金

提出会社において、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。

④　工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、受注工事のうち、当連結会計年度末時点で損失が発生すると見込まれ、か

つ当該損失額を合理的に見積もることが可能な工事について翌連結会計年度以降の損失見込額を計上してお

ります。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（２～５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りには主として原価比例法）

ロ．その他の工事

工事完成基準

(6）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

在外子会社の資産・負債及び収益・費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

のれんは20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却しております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（未適用の会計基準等）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日改正　企業

会計基準委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日最終

改正　企業会計基準委員会）
 

(1）概要

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実

務指針を企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられ

る以下の見直しが行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

・（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

(2）適用予定日

平成31年３月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、

現時点で評価中であります。

 

 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計

基準委員会）
 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包

括的な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS

第15号、FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業

年度から、Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業

会計基準委員会において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表さ

れたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15

号と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を

取り入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実

務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加するこ

ととされております。

(2）適用予定日

平成34年３月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評

価中であります。
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（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「販売用不動産」は金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「販売用不動産」に表示していた

80百万円は「その他」として組み替えております。

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「未払費用」は、資産の総額の100分

の５を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた6,793

百万円は、「未払費用」2,061百万円、「その他」4,731百万円として組み替えております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「未払費用

の増減額（△は減少）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしまし

た。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた24百万円は、「未払費用の増減額（△は減少）」114百万円、「その

他」△89百万円として組み替えております。
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（追加情報）

子会社持分の追加取得

当社は、平成30年6月28日開催の取締役会において、ベトナム国内の連結子会社である「Pan Pacific

Services Company Limited」及び「Pan Pacific Company Limited」の持分を追加取得し、完全子会社化する

ことを決議いたしました。

 

取引の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Pan Pacific Services Company Limited（ホーチミン）

事業内容 オフィスビルの清掃及びメンテナンス等
 

被取得企業の名称 Pan Pacific Company Limited（ハノイ）

事業内容 オフィスビルの清掃及びメンテナンス等

(2）持分取得日

　ベトナム当局からの認可後速やかに。（平成30年9月頃を予定）

(3）取得の概要

　非支配株主からの現金による持分取得。

(4）結合後企業の名称

　変更ありません。

(5）取得した持分比率

 平成28年3月9日 平成30年9月（予定）

Pan Pacific Services Company Limited（ホーチミン） 80％ 20％

Pan Pacific Company Limited（ハノイ） 80％ 20％

 
(6）追加取得の理由

　当該取引により「Pan Pacific Services Company Limited」及び「Pan Pacific Company Limited」

を当社の完全子会社といたします。当該追加取得は、当社企業グループ内における一層の連携強化や経

営の効率化を通じて、企業価値の向上を図ることを目的としております。

(7）取得持分の取得原価

　取得原価は、平成27年９月18日締結の資本譲渡契約書に記載の算出方法により、現在算定中でありま

す。
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（連結貸借対照表関係）

※１　減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

有形固定資産 5,020百万円 5,147百万円

 

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券（株式） 14百万円 14百万円

 

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

現金及び預金 5百万円 18百万円

建物及び構築物 2,490 2,075

土　地 3,182 3,164

計 5,678 5,258

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

短期借入金 1,581百万円 810百万円

１年内返済予定の長期借入金 280 171

長期借入金 1,377 1,208

計 3,239 2,190

 

※４　たな卸資産及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

工事損失引当金に対応する
未成工事支出金

3百万円 15百万円

 

※５　圧縮記帳額

国庫補助金により固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

工具、器具及び備品

ソフトウエア

15百万円

8

33百万円

8

計 23 41

 

※６　偶発債務

受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

受取手形割引高 21百万円 －百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

給与手当 7,918百万円 8,600百万円

賞与手当 2,146 2,167

賞与引当金繰入額 995 1,056

役員賞与引当金繰入額 12 －

退職給付費用 266 391

 
※２　減損損失

当社企業グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

場所 用途 種類 その他

千葉県成田市 賃貸用資産 土地、建物及び構築物 １件

　当社企業グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位に拠って資産のグループ化を行っております。資産のグループ化は、原則として物件

単位としております。

　上記の千葉県成田市の賃貸用資産につきましては、賃貸用区分所有建物等の賃料水準の低下により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（２百万円）として特別損失に計上いたしました。

　その内訳は、建物及び構築物１百万円、土地０百万円であります。

　なお、当該資産の回収可能価額のうち、賃料水準の低下によるものは、使用価値により測定しており、使用

価値は将来キャッシュ・フローを0.80％で割り引いて算定しております。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 34百万円 △12百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 34 △12

税効果額 △10 6

その他有価証券評価差額金 23 △5

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △84 94

組替調整額 － －

税効果調整前 △84 94

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △84 94

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △13 47

組替調整額 28 31

税効果調整前 14 78

税効果額 △5 △24

退職給付に係る調整額 8 53

その他の包括利益合計 △52 142
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 16,080,000 － － 16,080,000

合計 16,080,000 － － 16,080,000

自己株式     

普通株式 1,739 40 － 1,779

合計 1,739 40 － 1,779

（注）自己株式の株式数の増加40株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

 定時株主総会
普通株式 482 30.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月９日

 取締役会
普通株式 482 30.00 平成28年９月30日 平成28年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

 定時株主総会
普通株式 514 利益剰余金 32.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 16,080,000 － － 16,080,000

合計 16,080,000 － － 16,080,000

自己株式     

普通株式 1,779 － － 1,779

合計 1,779 － － 1,779
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

 定時株主総会
普通株式 514 32.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

平成29年11月８日

 取締役会
普通株式 514 32.00 平成29年９月30日 平成29年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月28日

 定時株主総会
普通株式 546 利益剰余金 34.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 13,546百万円 16,891百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △566 △713 

顧客からの預り金 △1,504 △1,543 

現金及び現金同等物 11,476  14,634  

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

（PROPELL INTEGRATED PTE LTD）

流動資産 3,356百万円

固定資産 1,552 

のれん 1,144 

流動負債 △2,941 

固定負債 △1,067 

非支配株主持分 △179 

為替換算調整勘定 △38 

子会社株式の取得価額 1,825 

子会社の現金及び現金同等物 △3 

差引：子会社取得による支出 1,822 

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引
重要性が乏しいため、注記を省略しております。

２．オペレーティング・リース取引（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年内 1,273 1,206

１年超 811 888

合計 2,084 2,094
 
３．オペレーティング・リース取引（貸主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）
１年内 39 47

１年超 － －

合計 39 47
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社企業グループは、事業計画及び資金計画に照らして、必要な資金を調達することとしており、その調達方

法は銀行借入による間接金融、または株式発行等による直接金融による方針であります。また、資金運用につい

ては預金等に限定しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な

取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあ

たり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に純投資目的として保有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

長期性預金は、満期日において元本金額が全額支払われる安全性の高い金融商品ではありますが、デリバティ

ブ内包型預金で当該契約は金利の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、外貨建てのも

のについては、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、各事業部門における営業部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日及び残高管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継続的

に見直しております。

長期性預金については、満期日において元本金額が全額支払われる安全性の高い金融商品ではありますが、

デリバティブ内包型預金で当該契約は金利の変動リスクに晒されているため、定期的に時価を把握する体制を

とっております。

デリバティブ取引の執行・管理については、経営企画部長及び経営企画部財務担当者が取引の都度及び定期

的に経営陣に報告をしており、また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、

信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき経営企画部が適時に資金繰り計画を作成・更新するなどにより、流動性リスクを

管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引

に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 13,546 13,546 －

(2）受取手形及び売掛金 11,685 11,685 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 205 205 －

(4）長期性預金(*１） 600 600 －

資産計 26,037 26,037 －

(1）支払手形及び買掛金 6,760 6,760 －

(2）短期借入金 2,155 2,155 －

(3）長期借入金(*２） 2,509 2,516 △6

負債計 11,426 11,433 △6

デリバティブ取引 － － －

(*１）長期性預金は、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に含まれております。

(*２）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 16,891 16,891 －

(2）受取手形及び売掛金 13,736 13,736 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 224 224 －

(4）長期性預金(*１） 600 600 －

資産計 31,451 31,451 －

(1）支払手形及び買掛金 7,071 7,071 －

(2）短期借入金 2,965 2,965 －

(3）長期借入金(*２） 1,901 1,901 0

負債計 11,938 11,938 0

デリバティブ取引 － － －

(*１）長期性預金は、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に含まれております。

(*２）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

 

(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事

項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(4）長期性預金

これらは元利金の合計金額を同様の新規預金を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しておりま

す。
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負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）長期借入金

長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で当社の信用度と市場金利を反映することから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の

合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値を時価としております。

デリバティブ取引

①　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当するものはありません。

②　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当するものはありません。

 

(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非上場株式 28 35
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産

(3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

 

(注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預金 13,518 － － －

受取手形及び売掛金 11,685 － － －

長期性預金 － － － 600

合計 25,203 － － 600

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預金 16,855 － － －

受取手形及び売掛金 13,736 － － －

長期性預金 － － － 600

合計 30,591 － － 600
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(注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 681 391 336 82 70 947

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 425 370 102 76 48 877
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 192 96 95

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 192 96 95

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 12 15 △2

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 12 15 △2

合計 205 112 93

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額28百万円）については、市場価格がなく、時価を把握する事が極めて困難と認

められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 212 126 86

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 212 126 86

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 12 17 △5

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 12 17 △5

合計 224 143 80

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握する事が極めて困難と認

められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、本社員を対象として確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を併用しております。なお、確定給付企

業年金制度は平成21年４月より適格退職年金制度より移行して採用しており、確定拠出年金制度は平成29年４月より

採用しております。

また、準社員については退職一時金制度を採用しております。

連結子会社の大半については退職一時金制度を採用しております。在外子会社の一部は、確定給付型または確定拠

出型の退職給付制度を採用しております。連結子会社の一部は、複数事業主制度を採用しております。簡便法を適用

した制度及び複数事業主制度に基づく各項目の金額を２．確定給付制度の各項目に合算して注記しております。

また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金

を支払う場合があります。

なお、連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており

ます。

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

退職給付債務の期首残高 2,296百万円 2,416百万円
勤務費用 263 291
利息費用 16 18
数理計算上の差異の発生額 6 △15
退職給付の支払額 △165 △180
子会社の取得による増加 2 －
為替差額 △3 10

退職給付債務の期末残高 2,416 2,539
 
(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

年金資産の期首残高 1,797百万円 1,920百万円
期待運用収益 22 24
数理計算上の差異の発生額 △7 31
事業主からの拠出額 207 217
退職給付の支払額 △104 △124
子会社の取得による増加 2 －
為替差額 2 3

年金資産の期末残高 1,920 2,072
 
(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,340百万円 2,459百万円

年金資産 △1,920 △2,072

 420 386
非積立型制度の退職給付債務 75 80

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 495 467

   
退職給付に係る負債 495 467

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 495 467
 
(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

勤務費用 263百万円 291百万円
利息費用 16 18
期待運用収益 △22 △24
数理計算上の差異の費用処理額 28 31
その他 △3 △0

確定給付制度に係る退職給付費用 282 315
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(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

数理計算上の差異 14百万円 78百万円

 

(6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）
未認識数理計算上の差異 17百万円 △62百万円

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）
債券 55％ 59％
株式 30 26
その他 15 15

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）
割引率 0.16～1.50％ 0.16～1.39％
長期期待運用収益率 1.29％ 1.28％

（注）昇給率については影響が軽微であるため、記載しておりません。
 

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度291百万円、当連結会計年度429百万円で

あります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産      

賞与引当金  398   411

貸倒引当金  16   17

退職給付に係る負債  133   130

役員退職慰労金  35   32

会員権評価損  76   74

固定資産の未実現利益の消去  115   112

減損損失  226   226

その他  234   289

繰延税金資産小計  1,236   1,295

評価性引当額  △314   △336

繰延税金資産合計  922   959

繰延税金負債      

留保利益  △29   △20

その他有価証券評価差額金  △28   △21

その他  △87   △94

繰延税金負債合計  △145   △136

繰延税金資産の純額  776   822

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま
れております。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

流動資産 ― 繰延税金資産  518   574

固定資産 ― 繰延税金資産  336   328

流動負債 ― その他  0   －

固定負債 ― 繰延税金負債  78   79
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日）
 

当連結会計年度

(平成30年３月31日）

法定実効税率 30.9 ％  30.9 ％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  0.1 

住民税均等割等 1.9  1.8 

本邦と海外の税率差（国内子会社含む） △0.9  △1.0 

評価性引当額の増減

のれん償却

1.2

1.2

 

 

 0.4

1.6

 

その他 △1.6  1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.3  34.8 
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（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、東京都及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビルや住宅等を保有してお

ります。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は141百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）、減損損失は２百万円（特別損失に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等

不動産に関する賃貸損益は175百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 3,574 3,940

 期中増減額 365 125

 期末残高 3,940 4,066

期末時価 3,374 3,556

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

　　　２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額はPROPELL INTEGRATED PTE LTDを連結の範囲に含めたこ

とによる賃貸等不動産の増加（263百万円）、賃貸等不動産の取得（175百万円）であり、主な減少額は減

価償却（61百万円）、賃貸等不動産の売却（14百万円）、減損損失（2百万円）であります。当連結会計年

度の主な増加額は自社使用から賃貸不動産への用途変更（161百万円）、償却資産の取得（26百万円）、為

替換算差額（11百万円）であり、主な減少額は減価償却（61百万円）、賃貸不動産の売却（11百万円）で

あります。

　　　３．期末時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の

物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定

した金額であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものであります。

　当社は、各事業ごとに国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社企業グループは事業別のセグメントから構成されており、「マンション管理事業」、「ビル管

理事業」、「不動産管理事業」及び「営繕工事業」の４つを報告セグメントとしております。

　「マンション管理事業」は、分譲マンションの管理員業務、清掃・設備管理・保全の各業務、管理組合の決算・

運営補助業務等マンションの総合的管理業務及び学童保育・学習塾の運営業務を行っております。

　「ビル管理事業」は、ビルの環境衛生清掃・保安警備・受付・設備管理・保全の各業務及びビルの総合的管理業

務を行っております。

　「不動産管理事業」は、オーナー所有物件の建物管理・賃貸管理代行及びサブリース業務、不動産の売買・仲介

業務に加え、社有物件の賃貸運営業務を行っております。

　「営繕工事業」は、マンション共用部分及びビルの建物・設備営繕工事並びに外壁塗装工事等の大規模修繕工事

に加え、専有部分のリフォーム工事等を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則

及び手続に準拠した方法であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

 マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 45,629 10,710 5,442 36,778 98,560 － 98,560

セグメント間の内部売上

高又は振替高
25 15 264 8 313 △313 －

計 45,654 10,725 5,706 36,786 98,873 △313 98,560

セグメント利益 3,854 706 641 2,729 7,932 △3,164 4,767

セグメント資産 4,632 5,367 7,450 15,312 32,763 15,097 47,861

その他の項目        

減価償却費 94 59 83 31 269 542 812

減損損失 － － 2 － 2 － 2

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
151 327 5 1,123 1,607 188 1,796

 
(注）１．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△3,164百万円は、セグメント間取引消去２百万円及び各報告セグメントに帰

属しない全社費用△3,166百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

(2）セグメント資産の調整額15,097百万円は、本社管理部門に対する債権の相殺消去等△396百万円及び各

報告セグメントに帰属しない全社資産15,494百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグ

メントに帰属しない現金及び預金であります。

(3）その他の項目の減価償却費の調整額542百万円は、各報告セグメントに帰属しない資産にかかる減価償

却費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額188百万円は、主に全社資産（ソフトウエア仮勘定、

工具、器具及び備品等）の取得によるものであります。
 
２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

有価証券報告書

60/82



当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

 マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 48,178 11,605 5,460 40,307 105,552 － 105,552

セグメント間の内部売上

高又は振替高
33 12 263 1 311 △311 －

計 48,212 11,617 5,724 40,308 105,863 △311 105,552

セグメント利益 3,619 865 641 3,153 8,279 △2,813 5,466

セグメント資産 5,405 5,673 7,389 16,638 35,106 17,394 52,500

その他の項目        

減価償却費 94 59 81 97 333 352 685

減損損失 － － － － － － －

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
133 42 11 81 268 269 537

 
(注）１．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△2,813百万円は、セグメント間取引消去１百万円及び各報告セグメントに帰

属しない全社費用△2,814百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

(2）セグメント資産の調整額17,394百万円は、本社管理部門に対する債権の相殺消去等△591百万円及び各

報告セグメントに帰属しない全社資産17,986百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグ

メントに帰属しない現金及び預金であります。

(3）その他の項目の減価償却費の調整額352百万円は、各報告セグメントに帰属しない資産にかかる減価償

却費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額269百万円は、主に全社資産（ソフトウエア、工具、

器具及び備品等）の取得によるものであります。

 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円）

 
マンション

管理事業

ビル

管理事業

不動産

管理事業
営繕工事業 合計

外部顧客への売上高 45,629 10,710 5,442 36,778 98,560

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 台湾 中国 ベトナム シンガポール 合計

83,786 8,749 3,660 2,363 － 98,560

(注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国ごとに分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 シンガポール その他 合計

10,244 1,551 109 11,905

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがない

ため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円）

 
マンション

管理事業

ビル

管理事業

不動産

管理事業
営繕工事業 合計

外部顧客への売上高 48,178 11,605 5,460 40,307 105,552

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 台湾 中国 ベトナム シンガポール 合計

86,381 9,766 3,787 2,523 3,093 105,552

(注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国ごとに分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 シンガポール その他 合計

10,053 1,621 89 11,764

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがない

ため、記載を省略しております。

 

 

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

有価証券報告書

62/82



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

     (単位：百万円）

 
マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 全社・消去 合計

減損損失 － － 2 － － 2

 
当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

     (単位：百万円）

 
マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 全社・消去 合計

当期償却額 － 142 － 39 － 181

当期末残高 － 877 － 1,266 － 2,143

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

     (単位：百万円）

 
マンション
管理事業

ビル
管理事業

不動産
管理事業

営繕工事業 全社・消去 合計

当期償却額 － 147 － 120 － 268

当期末残高 － 709 － 1,194 － 1,903

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,584円61銭 1,733円59銭

１株当たり当期純利益金額 187円05銭 204円81銭

（注）１. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日)
当連結会計年度

（平成30年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 26,336 28,918

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
859 1,045

（うち非支配株主持分（百万円）） (859) (1,045)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 25,477 27,872

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
16,078,221 16,078,221

 

３. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
3,007 3,293

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
3,007 3,293

期中平均株式数（株） 16,078,227 16,078,221

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,155 2,965 1.197 －

１年以内に返済予定の長期借入金 681 425 1.118 －

１年以内に返済予定のリース債務 3 4 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,828 1,475 1.799  平成31年～53年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 5 9 －  平成31年～35年

その他有利子負債 － － － －

計 4,674 4,880 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 370 102 76 48

リース債務 3 2 1 1

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 22,761 48,014 74,299 105,552

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
621 1,622 2,957 5,397

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万円）
263 867 1,712 3,293

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
16.36 53.97 106.54 204.81

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
16.36 37.61 52.56 98.28
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２【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,938 11,292

売掛金 ※３ 7,813 ※３ 9,797

未成工事支出金 1,280 935

貯蔵品 73 82

前払費用 364 359

繰延税金資産 508 563

短期貸付金 ※３ 871 ※３ 485

未収入金 9 49

その他 176 131

貸倒引当金 △15 △26

流動資産合計 20,020 23,670

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 1,562 ※１ 1,489

構築物 1 1

車両運搬具 1 0

工具、器具及び備品 ※２ 438 ※２ 415

土地 ※１ 3,663 ※１ 3,632

建設仮勘定 24 7

有形固定資産合計 5,691 5,547

無形固定資産   

ソフトウエア ※２ 502 ※２ 599

ソフトウエア仮勘定 104 －

顧客基盤 156 163

その他 103 103

無形固定資産合計 867 867

投資その他の資産   

投資有価証券 216 235

関係会社株式 5,135 5,116

出資金 149 154

関係会社長期貸付金 1,733 2,088

破産更生債権等 27 26

長期前払費用 73 62

繰延税金資産 150 173

差入保証金 ※３ 1,147 ※３ 1,159

会員権 144 143

その他 885 884

貸倒引当金 △130 △131

投資その他の資産合計 9,533 9,913

固定資産合計 16,092 16,327

資産合計 36,112 39,998
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※３ 4,741 ※３ 5,502

短期借入金 ※１ 792 ※１ 795

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 549 ※１ 299

未払金 ※３ 258 ※３ 249

未払費用 1,127 1,554

未払法人税等 318 1,151

前受金 34 15

未成工事受入金 1,102 689

預り金 1,265 1,655

前受収益 3 2

賞与引当金 1,258 1,282

役員賞与引当金 12 －

その他 491 720

流動負債合計 11,954 13,918

固定負債   

長期借入金 ※１ 550 ※１ 250

長期未払金 117 106

退職給付引当金 177 248

長期預り保証金 327 523

その他 － 6

固定負債合計 1,172 1,135

負債合計 13,126 15,054

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,492 2,492

資本剰余金   

資本準備金 2,293 2,293

資本剰余金合計 2,293 2,293

利益剰余金   

利益準備金 79 79

その他利益剰余金   

別途積立金 5,800 5,800

繰越利益剰余金 12,258 14,222

利益剰余金合計 18,137 20,102

自己株式 △1 △1

株主資本合計 22,922 24,886

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 63 58

評価・換算差額等合計 63 58

純資産合計 22,985 24,944

負債純資産合計 36,112 39,998
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 ※１ 79,520 ※１ 81,570

売上原価 ※１ 60,119 ※１ 61,169

売上総利益 19,400 20,401

販売費及び一般管理費 ※２ 15,708 ※２ 16,387

営業利益 3,692 4,013

営業外収益   

受取利息 ※１ 46 ※１ 49

受取配当金 203 383

その他 29 24

営業外収益合計 279 457

営業外費用   

支払利息 12 12

その他 41 55

営業外費用合計 53 67

経常利益 3,917 4,402

特別利益   

国庫補助金 17 20

特別利益合計 17 20

特別損失   

固定資産圧縮損 15 17

減損損失 2 －

特別損失合計 17 17

税引前当期純利益 3,916 4,405

法人税、住民税及び事業税 967 1,484

法人税等調整額 256 △71

法人税等合計 1,223 1,412

当期純利益 2,692 2,993
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資
本合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,492 2,293 2,293 79 5,800 10,525 16,404 △1 21,189

会計方針の変更によ
る累積的影響額

     4 4  4

会計方針の変更を反
映した当期首残高

2,492 2,293 2,293 79 5,800 10,529 16,409 △1 21,194

当期変動額          

剰余金の配当      △964 △964  △964

当期純利益      2,692 2,692  2,692

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,728 1,728 △0 1,728

当期末残高 2,492 2,293 2,293 79 5,800 12,258 18,137 △1 22,922

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 40 40 21,230

会計方針の変更によ
る累積的影響額

  4

会計方針の変更を反
映した当期首残高

40 40 21,235

当期変動額    

剰余金の配当   △964

当期純利益   2,692

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

22 22 22

当期変動額合計 22 22 1,750

当期末残高 63 63 22,985
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資
本合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,492 2,293 2,293 79 5,800 12,258 18,137 △1 22,922

会計方針の変更によ
る累積的影響額

        －

会計方針の変更を反
映した当期首残高

2,492 2,293 2,293 79 5,800 12,258 18,137 △1 22,922

当期変動額          

剰余金の配当      △1,029 △1,029  △1,029

当期純利益      2,993 2,993  2,993

自己株式の取得         －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,964 1,964 － 1,964

当期末残高 2,492 2,293 2,293 79 5,800 14,222 20,102 △1 24,886

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 63 63 22,985

会計方針の変更によ
る累積的影響額

  －

会計方針の変更を反
映した当期首残高

63 63 22,985

当期変動額    

剰余金の配当   △1,029

当期純利益   2,993

自己株式の取得   －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△5 △5 △5

当期変動額合計 △5 △5 1,958

当期末残高 58 58 24,944
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

イ．時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

ロ．時価のないもの

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　未成工事支出金

個別法による原価法

②　貯蔵品

最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

①　ソフトウエア

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

②　顧客基盤

　10年以内の定額法により償却を行っております。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売掛債権その他債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２～５

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(1）当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進行率の見積りは原価比例法）

(2）その他の工事

工事完成基準

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(2）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法

と異なっております。

 

（追加情報）

連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に記載しているため、注記を省略しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

建物 81百万円 67百万円

土地 573 555

計 654 622
 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期借入金 352百万円 352百万円

１年以内返済予定の長期借入金 184 99

長期借入金 183 83

計 719 535
 
※２　圧縮記帳額

国庫補助金により固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

工具、器具及び備品

ソフトウエア

15百万円

8

33百万円

8

計 23 41
 
※３　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期金銭債権 913百万円 501百万円

長期金銭債権 261 261

短期金銭債務 317 336
 

４　保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

カテリーナビルディング株式会社 253百万円 157百万円

PROPELL INTEGRATED PTE LTD 1,812 3,314

計 2,066 3,471
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

売上高 169百万円 99百万円

仕入高 3,796 3,687

営業取引以外の取引高 45 42
 
※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度78％、当事業年度80％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度22％、当事業年度20％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

給与手当 6,744百万円 7,167百万円

賞与手当 938 1,052

賞与引当金繰入額 854 873

役員賞与引当金繰入額 12 －

退職給付費用 239 351

法定福利費 1,464 1,565

地代家賃 999 1,025

減価償却費 616 418

貸倒引当金繰入額 － 12
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（有価証券関係）

　関係会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額5,135百万円、当事業年度の貸借対照表計上額5,116百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 

当事業年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産      

賞与引当金  379   392

貸倒引当金  14   17

退職給付引当金  54   75

役員退職慰労金  35   32

会員権評価損  76   74

関係会社株式評価損  16   16

減損損失  226   226

その他  197   258

繰延税金資産小計  1,000   1,094

評価性引当額  △314   △336

繰延税金資産合計  686   758

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金  △27   △21

繰延税金資産の純額  658   737

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日）
 

当事業年度

(平成30年３月31日）

法定実効税率
 

30.9％
  

30.9％

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.7   0.1 

住民税均等割等  2.3   2.1 

評価性引当額の増減  0.5   0.5 

海外子会社受取配当金益金不算入  △1.5   △2.5 

その他  △1.7   1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  31.2   32.1 
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有　　形
固定資産

建物 1,562 36 19 89 1,489 2,493

構築物 1 － － 0 1 32

車両運搬具 1 － － 0 0 11

工具、器具及び備品 438 111 18 115 415 787

土地 3,663 － 30 － 3,632 －

建設仮勘定 24 46 64 － 7 －

計 5,691 194 132 206 5,547 3,326

無　　形
固定資産

ソフトウエア 502 353 － 256 599 1,949

ソフトウエア仮勘定 104 254 359 － － －

顧客基盤 156 77 － 69 163 417

その他 103 － － 0 103 2

計 867 685 359 326 867 2,369

(注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

ソフトウエア　256百万円　システム老朽化更新に伴うシステム開発費用。

工具、器具及び備品　57百万円　システム老朽化更新に伴うシステム開発費用。

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

ソフトウエア仮勘定　256百万円　システム老朽化更新に伴うシステム開発費用。

建設仮勘定　57百万円　システム老朽化更新に伴うシステム開発費用。
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【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 145 12 0 157

役員賞与引当金 12 － 12 －

賞与引当金 1,258 1,282 1,258 1,282

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおり。

https://www.housing.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式につき、次に掲げる以外の権利を行使することができません。

１．会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利。

２．取得請求権付株式の取得を請求する権利。

３．募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

平成29年６月29日　関東財務局長に提出

　事業年度（第53期）（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月29日　関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

第54期第１四半期（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）平成29年８月９日　関東財務局長に提出

第54期第２四半期（自平成29年７月１日　至平成29年９月30日）平成29年11月８日　関東財務局長に提出

第54期第３四半期（自平成29年10月１日　至平成29年12月31日）平成30年２月14日　関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成29年７月３日　関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基

づく臨時報告書。

平成30年５月31日　関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書。

 

EDINET提出書類

日本ハウズイング株式会社(E05121)

有価証券報告書

78/82



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成30年６月28日

日本ハウズイング株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　高史　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ハウズイング株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

ハウズイング株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ハウズイング株式会社の

平成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、日本ハウズイング株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成30年６月28日

日本ハウズイング株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　高史　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ハウズイング株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ハウ

ズイング株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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